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Ⅰ 計画の改定にあたって 

 

 

   

 

配偶者等※からの暴力（ドメスティック･バイオレンス、以下「ＤＶ」という。）

は、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害です。 

ＤＶは、経済力の格差などの社会的・構造的問題を背景としているとともに、被害

者は多くの場合女性であり、配偶者が暴力を加えることは個人の尊厳を害し、男女共

同参画社会実現の妨げとなっています。 

またＤＶは、その多くが外部から発見が困難な環境において行われるため、潜在化

しやすく、しかも加害者に罪の意識が薄いという傾向にあります。 

このため、周囲も気づかないうちに暴力がエスカレートし、被害が深刻化しやすい

という特性があり、また、直接の被害者のみならず、家族、とりわけ子どもに対して

心身の成長に深刻な影響を与えます。 

このような状況の改善に向けては、配偶者等からの暴力を防止し、被害者の保護・

自立支援に向けた不断の取組や子どもを含む同居者等への総合的支援が必要であり、

人権の擁護と男女共同参画社会の実現を図ることが重要です。 

さらに、同性カップル間の暴力や被害者が男性、外国人、障害者などの場合があ

ることにも留意が必要です。 

 

        ※配偶者等：「配偶者」だけでなく元配偶者や交際相手等も含みます。 

 

 １ 改定の趣旨 

 

平成 31 年３月に改定した、京都府「配偶者等からの暴力の防止及び被害者の保護・

自立支援に関する計画」（計画期間：令和元年度～令和５年度）の改定にあたっては、

現計画を基本に、被害者自身や周囲による被害への気づきを促進し、地域における身近

な相談から保護・社会的自立までの切れ目のない支援の推進を図り、国、市町村及び

民間の団体等と連携し、ＤＶを容認しない社会のさらなる実現をめざします。 

 

 （参考） 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律 

▶平成 13 年４月、配偶者からの暴力に係る通報、相談、保護、自立支援等の体制を整

備することにより、ＤＶの防止及び被害者の保護を図ることを目的として「ＤＶ防止

法」（平成 13 年法律第 31 号）が制定されました。法が施行され、保護命令制度及び

都道府県の配偶者暴力相談支援センター（以下「ＤＶ相談支援センター」という。）に

よる相談や一時保護等の業務が開始されました。 

▶平成 16 年５月、ＤＶの定義の拡大（身体的な暴力のみならず、精神的暴力、性的暴

力にも対象を拡大）、保護命令制度の拡充（退去命令の期間を２週間から２箇月に拡

大、子どもへの接近禁止命令の発令）、ＤＶの防止及び被害者の保護のための施策に

関する基本的な方針並びに都道府県における施策の実施に関する基本的な計画の策定

等を内容とする法改正が行われ、同年 12 月２日に施行されるとともに、基本方針が策

定されました。 

▶平成 19 年７月、保護命令制度の拡充（生命または身体に対する脅迫行為にも対象を

配偶者等からの暴力に対する基本的考え方 
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拡大、被害者への接近禁止命令と併せて無言電話や連続しての電話、ファクシミリ、

電子メール等の行為を禁止する保護命令の発令、被害者の親族等への接近禁止命令の

発令）、基本計画の策定及びＤＶ相談支援センター業務の実施について市町村の努力

義務とすること等を内容とする法改正が行われ、平成 20 年１月 11 日に施行されると

ともに、併せて基本方針が見直されました。 

▶平成 25 年７月、配偶者以外の交際相手からの暴力への対処及びその被害者の保護の

あり方が課題であったことから、保護命令制度その他の施策の対象を拡大し、生活の

本拠を共にする交際相手からの暴力及びその被害者についても、配偶者からの暴力及

びその被害者に準じて、法の適用対象とする改正がされました。また、法律名が「配

偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」に改められ、併せて基本方

針が見直されました。 

▶令和５年５月、接近禁止命令等の申立てをすることができる被害者の範囲の拡大（対

象者に「自由、名誉又は財産」に対する加害の告知による脅迫を受けた者が追加さ

れ、接近禁止命令の発令要件について「更なる身体に対する暴力又は生命・身体・自

由等に対する脅迫により心身に重大な危害を受けるおそれが大きいとき」に拡大）、

保護命令期間の伸長等の保護命令制度の拡充、関係者による情報交換及び支援内容の

協議を行う協議会の創設について都道府県の努力義務とすること、また、情報交換の

円滑化等を図るため、協議会の事務に関する守秘義務等を創設する等を内容とする法

改正が行われ、施行日が令和６年 4 月 1 日とされるとともに、基本方針が見直されま

した。 

 

 

 ２ 計画の位置付け 

 

  ・ 本計画は、ＤＶ防止法第２条の３第１項の規定に基づく基本計画として策定するも

のであり、併せて「京都府男女共同参画推進条例」に基づく計画としても位置付ける

ものです。 

  ・ 本計画は、府におけるＤＶ対策の基本的方向及び今後の取組を示すものです。 

  ・ 市町村、関係機関、関係団体、そして府民一人ひとりにおいても、この計画の趣旨

を踏まえ、ＤＶを防止し、暴力を許さない社会を築くため積極的な取組が実施される

ことを期待するものです。 

 

 

 ３ 計画の期間 

 

 令和６年度から令和 10 年度までの５年間とします。 

  ただし、国における「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等のための施策に関

する基本的な方針」の見直しや、新たに盛り込むべき施策等が生じた場合には、必要に

応じ見直すこととします。 

 また、この計画の取組を着実に進めるため、毎年、取組の進捗状況等の検証と評価を

行うとともに、「京都府男女共同参画審議会」及び「配偶者等からの暴力に関する法定

協議会（仮称）」に報告し、公表します。 
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 ４ 計画の目標 

 

基本目標Ⅰ ＤＶ被害に気づく環境づくり  

基本目標Ⅱ 暴力を許さない意識・環境づくり  

基本目標Ⅲ 総合的な相談・保護体制の充実 

基本目標Ⅳ 自立のための継続的支援体制の確立及び関係機関の連携強化 

基本目標Ⅴ 被害者の状況に応じた支援体制の推進 

 

 

 ５ 計画の対象 

 

・ 配偶者等※1 から振るわれる暴力※2 

※1 男性、女性を問いません。事実婚や元配偶者、生活の本拠を共にする交際相手

や元交際相手を含みます。 

   ※2 身体的暴力のみならず、精神的・経済的・性的暴力*も含まれます。 

* 保護命令の申立ては身体に対する暴力、生命・身体に対する脅迫又は自由、

名誉、財産に対する脅迫により生命・心身（身体及び精神）に対する重大な危

害を受けるおそれが大きいときが対象となります。 

 

＊ ＤＶ（暴力）の形態 

〇 身体的暴力 

なぐったり、けったり、物を投げつけたり、突き飛ばしたりするなどの身体に

対する暴力 

〇 精神的暴力 

人格を否定するような暴言、交友関係や行き先、電話・メールなどを細かく監

視したり、長期間無視するなどの精神的な嫌がらせ、あるいは、自分もしくは自

分の家族に危害が加えられるのではないかと恐怖を感じるような脅迫など 

〇 経済的暴力 

生活費を渡さない、貯金を勝手に使われる、外で働くことを妨害されるなど 

〇 性的暴力 

嫌がっているのに性的な行為を強要される、見たくないポルノ映像等を見せら

れる、避妊に協力しないなど 
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Ⅱ 改定の視点 
 

 １ 暴力を許さない社会の実現 
 

 ＤＶは単なる家庭内の問題ではなく、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害である

ことについて、世代を問わず広く府民の理解を深め、ＤＶを防止し、被害者にも加害者

にもならない、暴力を許さない社会の実現、府民が日々安心して暮らせる京都府づくり

を進めます。 
 

 ２ 被害者の状況に応じた継続的な支援の実施 ～未然防止から自立支援まで～ 
 

 被害者の安全確保を最優先とし、被害者が抱える個別の状況・ニーズに即して、プラ

イバシーに十分配慮しつつ、早期の相談、保護から社会的な自立に至るまでの継続的な

支援を推進します。 

 ＤＶは直接の被害者のみならず、家族、特に子どもに対して深刻な影響を及ぼすこと

から、必要に応じ同居者や加害者も含めた総合的な支援を実施するとともに、対応が困

難な事象も増加しているため、相談や保護、支援を担う人材育成や体制強化、民間団体

を含む関係機関との連携を進めます。 
 

 ３ 地域の実情・課題に応じた支援体制の確立  
 

 都市と農山漁村、歴史と産業が織りなす地域文化、少子高齢化の進行等地域の特性に

より、ＤＶに対する認識や相談体制などの社会資源も異なることから、地域の特性を重

視しながら、府と市町村がそれぞれの役割を担い、相互の協力により地域の実情・課題

に応じた支援体制を確立します。 

 また、市町村に対する助言や情報提供、研修の実施等の支援を進めます。 
 

 ４ 社会情勢の変化に応じた対策 
 

 ネット社会の急速な進展など社会情勢が変化する中、暴力事象の態様も変化し、デー

トＤＶや児童虐待、ストーカー、リベンジポルノ、性被害等関連する事象の多様化や増

加が見られることから、それらの関係機関が連携し、或いは一体となり、男性、外国人、

障害のある人や高齢者、性的マイノリティ（性的少数者）など多様な被害者に配慮した

防止対策や支援策を講じます。 
 

 ５ 関係機関等との連携協力体制の推進 
 

 被害者支援は、豊富なノウハウを持つ民間支援団体など幅広い関係機関、大学や経済

団体も含めた関係団体や地域との連携・協働が不可欠であり、また、被害者の安全確保

のためには、行政区域を越えた広域対応も必要です。 

 適切な保護・支援を行うため、民間を含む関係団体と協議会を組織し、相互に連携を

図ります。 

 生命を脅かす重大事案や多様なＤＶ関連事象の発生に鑑み、加害者対応も含め警察と

の連携協力を推進するとともに、被害者の保護から自立までのより円滑な支援に向け、

これらの関係機関と連携し、情報共有体制をさらに推進します。 

 困難な問題を抱える女性への支援に関する支援調整会議等関係施策と連携し、協力体

制を構築します。 



Ⅲ　計画の体系

　

基本目標Ⅱ 暴力を許さない意識・環境づくり

重点目標３ 暴力の未然防止及び抑止に向けた研修・啓発の強化

① あらゆる世代に対して、互いを尊重する関係を築き、暴力を許さず、いのちを大切にする心を育む教育・研修の実施
② 年代に応じた暴力を許さない意識づくりやデートＤＶの啓発
③ あらゆる機会を通じて、保護者に対してＤＶの子どもに対する影響やデートＤＶ等に関する情報提供及び啓発を実施
④ 地域において暴力を防止するための地域活動拠点等への啓発の実施
⑤ 企業等職場におけるハラスメント講習等を活用した啓発の実施

① 警察による指導・警告時等、加害行為への気づきを促す働きかけ
② 加害への気づきを促す情報提供
③ 加害者にも被害者にもならないためのプログラムの実施
④ ＤＶに関連する事象の関係機関と連携した広報啓発 【再掲】

① ＤＶ基本計画策定の働きかけ及び支援

基本目標Ⅰ ＤＶ被害に気づく環境づくり

重点目標１ 暴力に苦しむ被害者に向けた情報提供

重点目標２ 被害者を理解し、孤立させないための気づきの促進

① カード・ＳＮＳ等の活用による、被害者自身への気づき（精神的暴力含む）を促す継続的な情報提供 （拡充）
② 被害者が参加する講習会等の活用による集中的な広報啓発の実施
③ 市町村と連携した広報啓発強化期間の取組の実施
④ 企業・団体等と連携した、より効果的な広報の展開
⑤ ＤＶ相談支援センターや性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援センター等相談機関の周知徹底 （拡充）
⑥ ＤＶに関連する事象の関係機関と連携した広報啓発

① 被害者の早期発見のための関係機関向け実践的対応マニュアルの定着
② 生活困窮や児童虐待等の背景にあるＤＶ被害に気づき、相談機関へつなぐための働きかけ
③ 職務関係者による二次的被害の防止（新規）
④ 被害者に接する機会がある、あらゆる職務関係者及び府民への啓発・研修等の実施

⑤ 市町村と連携した広報啓発強化期間の取組の実施 【再掲】

⑥ 企業・団体等と連携した、より効果的な広報の展開 【再掲】
⑦ ＤＶ相談支援センターや性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援センター等相談機関の周知徹底
（拡充） 【再掲】

⑧ 通報の趣旨の周知

〈被害者自らがＤＶに気づく啓発の実施〉

〈職務関係者・近親者による気づき及び相談の勧奨〉

〈年代（ターゲット）に応じた啓発による、あらゆる暴力を許さない意識の醸成〉

〈加害者への対応〉

〈市町村の取組への働きかけ〉

基本目標Ⅲ 総合的な相談・保護体制の充実

重点目標４ 相談体制の充実・強化

〈市町村の相談窓口での相談体制の充実〉

① 民間団体と連携した被害者の状況に応じた適切な一時保護等の実施（拡充）
② 市町村の緊急保護体制等確保に向けた働きかけ

③ 警察等との連携による被害者を保護する施設の防犯機能の強化

④ 被害者の移送方法の確立及びその安全対策の強化
⑤ 被害者の特性に応じたカウンセリングの充実
⑥ 警察との連携によるストーカー被害者への支援

重点目標５ 緊急保護の充実

〈切れ目のない支援体制に向けた関係機関との連携強化〉

① 転居を伴う被害者への都道府県間、市町村間の連携による継続的支援の実施（拡充）
② 府内市町村間での広域連携による相談窓口の充実
③ 府、市町村、警察等相談窓口機関と民間支援団体等との連携強化による被害者の安全確保と確実な保護のための
体制整備

④ 医療機関等の専門機関への相談・連携体制の構築（新規）
⑤ 法律相談の実施及び情報提供（新規）
⑥ 性的被害者に対する早期の性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援センターとの連携支援（新規）

〈ＤＶ相談支援センター等相談員の対応力強化〉

① ＤＶ相談支援センターや保健所の相談員・ケースワーカーに対する体系的な研修の実施
② 複雑・困難な事案等に対する外部専門家による指導・助言の実施
③ 匿名性が確保され安心・安全に相談できる体制・環境づくりの強化（新規）
④ 職務関係者による二次的被害の防止（新規）【再掲】

① ＤＶに悩むすべての方のための相談窓口の設置（拡充）
② 相談支援体制の充実
③ 国等と連携した相談体制の構築（拡充）

〈身近な相談窓口の設置〉

① 市町村における相談窓口の明確化及び庁内関係課の連携強化（市町村内ネットワークの構築）

② 「ＤＶ被害者支援マニュアル（相談）」の活用など市町村ＤＶ相談窓口への支援

③市町村の相談員等に対する体系的な研修による人材育成

④市町村の困難事案等に対する助言等の実施

⑤市町村における住民基本台帳の閲覧等の制限に係る被害者の情報管理の徹底への働きかけ
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重点目標６ ＤＶ家庭に育つすべての子どもへの支援

重点目標７ 外国人、障害のある人、高齢者、性的マイノリティ（性的少数者）等の被害者への支援の充実及び男性被害者、

加害者への対応

基本目標Ⅳ 自立のための継続的支援体制の確立及び関係機関の連携強化

重点目標８ 支援策の充実・強化

重点目標９ 生活の安定と心身回復へのサポート

〈被害者の生活の安定と心のケア〉

重点目標１０ 関係機関の連携強化

基本目標Ⅴ 被害者の状況に応じた支援体制の推進

重点目標１１ 民間支援団体との連携・支援

重点目標１２ 都道府県間の広域連携体制の充実

重点目標１３ 苦情処理体制の整備

① ＤＶが子どもに及ぼす影響について、地域で子どもに関わるあらゆる関係者に理解を促進
② 要保護児童対策地域協議会と連携した子どもへの支援の充実
③ 子どもの面前で暴力行為を行った保護者への指導支援の強化
④ 一時保護所での同伴児童に対する支援の充実
⑤ 一時保護所を退所後も支援が受けられるよう避難先の市町村要保護児童対策地域協議会等と連携した切れ目の
ない子どもへの支援の充実

⑥ 保育所の優先随時入所や就学手続き等弾力的運用、加害者への対応等個人情報の適切な管理の徹底等の市町村
等への働きかけ

⑦ 保育所・幼稚園、学校等における研修の実施及び子どもの見守り・支援体制の充実（拡充）
⑧ 職務関係者による二次的被害の防止（新規）【再掲】

① 外国人支援団体と連携した相談対応や自立支援の充実（拡充）
② 外国人被害者の母国語（翻訳）相談シートを活用した相談窓口での被害者支援
③ 外国人被害者の母国語（翻訳）による支援制度や各種手続きの説明等を掲載したリーフレット等の作成
④ 職務関係者による二次的被害の防止（新規）【再掲】

① 一時保護所退所時の母子生活支援施設等への自立支援計画の作成など継続的な支援の充実
②「ＤＶ被害者支援マニュアル（自立支援）」による市町村の支援体制への支援
③ 市町村における被害者支援コーディネーター配置への働きかけ
④ 京都ジョブパーク等との連携強化による自立した生活へ向けた就労支援など、被害者一人ひとりの生活や
状況に合わせた支援の充実

⑤ 府営・市町営住宅を活用した被害者の居住支援の充実
⑥ セーフティネット登録住宅についての情報提供等民間賃貸住宅への入居支援を実施 （新規）

① 専門的なカウンセリングや精神的治療による心理的ケアの充実
② グループワーク、ピア・カウンセリングによる心理的ケアの充実
③ ひとり親家庭自立支援センターやハローワーク、ジョブパークにおける母子父子家庭の親や単身の被害者を含めた
就業支援・職業訓練施策の充実（拡充）

④ 地域における日常生活や同伴児童の養育を支援する地域サポートの充実

⑤京都ジョブパーク等との連携強化による自立した生活へ向けた就労支援など、被害者一人ひとりの生活や

状況に合わせた支援の充実 【再掲】

①ＤＶ関係機関等による協議会の設置、円滑な情報交換及び被害者への効果的かつ円滑な支援の促進 （新規）
② 市町村におけるＤＶ施策の推進・連携体制の整備への働きかけ
③ 行政機関と民間支援団体等との機能やノウハウを活かした連携強化
④ 困難な問題を抱える女性への支援に関する支援調整会議等関連施策との連携協力 （新規）

① 民間団体と連携した被害者の状況に応じた適切な一時保護等の実施（拡充） 【再掲】
② 民間支援団体等職員への体系的な研修による人材育成
③ 被害者への支援制度等、民間シェルター等への情報提供による支援
④ 府、市町村、警察等相談窓口機関と民間支援団体等との連携強化による被害者の安全確保と
確実な保護のための体制整備【再掲】

⑤ 行政機関と民間支援団体等との機能やノウハウを活かした連携強化【再掲】

① 近隣府県との協議の実施や府県間の広域連携による効果的な被害者支援の実施

① 苦情の迅速、適切な処理体制の整備についての市町村に対する働きかけ

〈外国人被害者への支援〉

〈障害のある人や高齢者、性的マイノリティ（性的少数者）等の被害者への支援〉

①ＤＶに悩むすべての方のための相談窓口の設置 （拡充） 【再掲】

②民間団体と連携した被害者の状況に応じた適切な一時保護等の実施（拡充） 【再掲】

③警察による指導・警告時等、加害行為への気づきを促す働きかけ 【再掲】

④加害への気づきを促す情報提供 【再掲】

⑤加害者にも被害者にもならないためのプログラムの実施 【再掲】

⑥ＤＶに関連する事象の関係機関と連携した広報啓発 【再掲】

〈被害者や子どもを地域で見守る体制〉

① 一時保護所退所後の被害者と子どもを含む家族に対する訪問支援の強化
② 被害者の社会的自立を身近な地域で支える「地域生活サポーター」の効果的な活用
③ 地域母子会や民生児童委員等との連携による地域における被害者や子どもへの見守り・支援体制の充実

〈男性被害者や加害者への対応〉

① 障害者・高齢者の虐待相談窓口との連携強化
② 障害のある人や高齢者、性的マイノリティ（性的少数者）等被害者に対応した一時保護委託の充実（拡充）
③ 職務関係者による二次的被害の防止 （新規） 【再掲】

Ⅲ 計画の体系
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Ⅳ 現 状  

 

１ 取組の経緯  

 

京都府では、婦人相談所においてＤＶ関連の相談や一時保護を実施していましたが、Ｄ

Ｖ防止法施行後は、ＤＶ相談支援センターを設置し、相談、保護、自立支援等の体制を整

備するとともに、関係機関と連携した施策の総合的、効果的な推進を図ってきました。 

さらに、平成 15 年度からは、ＤＶに特化した専門相談窓口を開設するとともに、自立

支援のためのグループカウンセリングなどを実施する一方、ＤＶ相談支援センターにおい

ては、増加する被害者と同伴する子どもへの支援策の充実を図ってきました。 

平成 18 年には、「配偶者等からの暴力の防止及び被害者の保護・自立支援に関する計

画」（以下、「京都府ＤＶ計画」という。）を策定し、ＤＶ防止集中啓発事業を実施する

中で、ＤＶカードの設置や啓発講座の実施など相談に向けた情報提供、一時保護委託先の

充実を含め民間支援機関等への支援強化等を図ってきたところです。 

平成 22 年度に家庭支援総合センター及び北部・南部家庭支援センターを開設し、ＤＶ

や児童虐待など家庭問題を総合的に相談・支援できる体制を確立、また将来にわたって被

害者にも加害者にもならない、未然防止としてのデートＤＶ（交際相手からの暴力）に関

する予防啓発も強化するとともに、すべての市町村において、相談窓口が開設され、近隣

市町村や関係機関とのネットワークが構築されるなど、被害者支援の取組が強化されまし

た。 

 また、ＤＶ相談支援センター、相談支援機関、警察、教育機関、福祉事務所、母子生活

支援施設、民間支援機関との連携や民生児童委員を始めとする地域で活動する支援機関等

との連携も進め、配偶者等からの暴力に関するネットワーク京都会議において、啓発、相

談及び保護・自立支援における情報共有と効果的かつ円滑な切れ目のない支援の実施を図

ってきたところです。 

前回改定からの５年間で、被害経験がある人が被害を打ち明けたり、相談した割合が増

加した一方で、周囲に被害者がいると認識している割合や気づいて何か対応した割合が減

少しており、支援を必要とする人に必要な情報が届くだけでなく、実際に相談につながる

よう周囲のサポートも含めた啓発が重要であり、効果的な広報活動の検討や相談方法の工

夫が求められます。 

また、性暴力やストーカーといった多様なＤＶ関連事象が発生しており、京都性暴力被

害者ワンストップ相談支援センター（京都ＳＡＲＡ、平成 27 年８月開設）や京都ストー

カー相談支援センター（ＫＳＣＣ、平成 29 年 11 月開設）等により対応を行うとともに、

あらゆるＤＶ被害者が地域で安全に生活するために、被害者支援の一環として、令和元年

度からＤＶ加害者を対象とした加害を繰り返さないためのカウンセリングを実施してき

たところです。今後、複雑かつ多様な事象に対応していくため、啓発における関係機関の

連携体制の強化、きめ細やかな相談・保護から社会的自立に向けたサポートなど、市町村

をはじめ、警察、大学や地域、民間の専門機関を含めた関係団体等と連携した取組のより

一層の強化が求められます。 
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 ※令和４年度京都府調査「配偶者等から暴力に関する調査」に基づく（相談件数以外）。 

   相談件数は、内閣府調査における京都府内の配偶者暴力相談支援センター分（京都府家

庭支援総合センター、南部・北部家庭支援センター、京都市ＤＶ相談支援センター及び舞

鶴市配偶者暴力相談支援センター（令和４年９月１日開所）） 

 

 ２ ＤＶの実態      

  （令和５年版「男女共同参画白書」（内閣府）から抜粋） 

 

【配偶者からの暴力についての被害経験】 

 内閣府「男女間における暴力に関する調査」（令和２年度）によると、これまで

に結婚したことのある者のうち、配偶者（事実婚や別居中の夫婦、元配偶者も含む。）

から「身体的暴行」、「心理的攻撃」、「経済的圧迫」又は「性的強要」のいずれ

かについて「何度もあった」とする者の割合は女性 10.3％、男性 4.0％、「１、２

度あった」とする者の割合は女性 15.6％、男性 14.4％となっており、一度でも受け

たことがある者の割合は、女性 25.9％、男性 18.4％となっている。 

 

【ＤＶ相談者の年齢・相談内容】 

 相談者の年齢は、30～40 代で全体の半数以上（55.2%）を占めており、相談の約

６割（63.6%）が精神的ＤＶを含んだ内容となっている。 

 

【ＤＶ相談支援センター等への相談件数】 

 全国の配偶者暴力相談支援センターに寄せられた相談件数は令和２年度に 12 万

9,491 件と過去最高となり、８年連続で 10 万件を超える高水準で推移している一

方で、内閣府「男女間における暴力に関する調査」（令和２年度）によると、女性

の約４割、男性の約６割がどこ（だれ）にも相談していない状況となっている。 

 

【保護命令の申立て及び発令状況】 

 令和４年に終局した配偶者暴力等に関する保護命令事件 1,453 件のうち、保護命

令が発令された件数は 1,111 件であった。そのうち「被害者に関する保護命令」の

み発令されたものは 27.5％、被害者に関する保護命令と「子への接近禁止命令」の

みが発令されたものは 36.0％、被害者に関する保護命令と「子」と「親族等」への

接近禁止命令が同時に発令されたものは、23.0％となっている。 
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 「配偶者等からの暴力に関する調査」※ からみた府内の状況  
 

※「配偶者等からの暴力に関する調査」 

 

１ 調査方法 

（１）調査地域 京都府全域（京都市を含む府内市町村） 

（２）調査対象 府内在住の満 18 歳以上の男女 2,000 人（有効回答 2,000 人） 

（３）調査方法 インターネット調査 

            京都府内のインターネット調査専用モニターの中から、 

満 18 歳以上の男女を地域毎に人口比に応じて割当 

（４）調査期間 令和５年２月１日～令和５年２月３日 

２ 回収結果   

2,000 人【内訳】男性 1,000 人、女性 1,000 人 

３ 調査項目 

  （１）配偶者暴力防止法の認知度 

   （２）配偶者等からの暴力に関する考え方 

  （３）配偶者からの暴力の被害経験 

  （４）交際相手からの暴力の被害経験 

  （５）配偶者等からの暴力を見聞きした経験 

  （６）京都府の取組の認知度 
 

 

【配偶者や交際相手からの暴力の状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 配偶者から暴力を受けたことがある女性は３人に１人、男性は４人に１人で、そのうち

女性の半数、男性の４人に１人が怪我をしたり、精神的不調をきたしており、男女ともに

４割程度が医師の診察等を受けています。また、子どもにも暴力や虐待が及んだケースが

１割程度の状況です。 

 配偶者から暴力を受けても相手と別れなかった理由は、「別れるほどのことではないと

思った」が最も多く、女性は「子どものことを考えた」、「経済的不安」も多くなってい

る一方で、男性では、「自分が悪い」、「世間体」が多い結果となっています。 
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 また、交際相手から暴力を受けたことがある女性は４人に１人、男性は５人に１人で、

そのうち女性の半数、男性の４人に１人が怪我をしたり、精神的不調をきたしており、女

性の４割、男性の７割が医師の診察等を受けたことがあります。 

 交際相手から暴力を受けても相手と別れなかった理由は、男性女性ともに「別れるほど

のことではないと思った」が最も多く、次いで「自分が悪いのだと思っていた」、「相手

には自分が必要だと思った」となっています。 

 

【配偶者や交際相手から暴力を受けたときの相談状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

配偶者から暴力を受け被害相談したのは４割弱で、相談先は、「家族・親戚」、「友人

・知人」の割合が多くなっています。どこにも相談しなかった人が 6 割（男性 8 割弱、女

性５割）で、その理由は、「相談するほどのことではないと思った」が最も多く、次いで

「相談しても無駄だと思った」、「自分さえ我慢すれば、なんとかこのままやっていける

と思った」の順に高くなっています。 
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また、交際相手から暴力を受け被害相談したのは半数で、相談先は、「友人・知人」、

「家族・親戚」など、身近な人の割合が多くなっています。どこにも相談しなかった人が

半数（男性６割、女性４割）で、その理由は、「相談するほどのことではないと思った」、

「相談しても無駄だと思った」、「自分さえ我慢すれば、なんとかこのままやっていける

と思った」の順で多くなっています。 
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【ＤＶの子どもへの影響】 

 

子どもの前での暴力等（夫婦

げんか等）が児童虐待に当た

ることを知っている認知度は

半数程度であり、子どものＤ

Ｖ認知度では、「子どもは見

たことがある」が４割程度で

最も高く、子どもがＤＶを認

知している（「見たことがあ

る」と「見たことはないが、

音や声、様子から知っていた

（知っている）」の合計）は

半数で、ＤＶを見聞きした後

の子どもの変化については、

「特に変化はなかった」が最も高いが、次いで「親の顔色をうかがうようになった」が高

くなっています。 

 

【被害者の周囲の人の対応】 

  

配偶者や交際相手からの暴力の

被害者が周囲にいると答えたのは

１割で、その被害者の６割は「友

人・知人」となっています。 

 被害者に気づいたとき、被害者

に相談先を紹介した人、被害者を

かくまったり、逃がしたりした人

がそれぞれ１割程度で、６割が「ど

うしたらいいかわからない」「口

出しするべきではない」などの理

由で「何もしなかった」と回答し

ました。また、警察に通報した人

は２％、被害者に「我慢するよう

に話した」人が１％ありました。 
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【配偶者や交際相手からの暴力の防止や被害者の支援のために必要な施策】 

  

配偶者や交際相手への暴

力を防止するために必要な

施策は、「加害者への罰則

を強化する」、「暴力をふ

るったことのある者に対

し、二度と繰り返さないた

めの教育を行う」、「学校

または大学で児童・生徒・

学生に対し、暴力を防止す

るための教育を行う」の順

に高くなっています。 

被害者への支援のために

必要な施策としては、「一

時的に逃れる場所の提供」、

「身近な相談窓口の充実」、

「心理カウンセリング」の

順に高くなっています。 

 

 京都府の施策の認知度に

ついては、「京都府配偶者

暴力相談支援センターでの

ＤＶ専門相談、民間団体と

の連携による一時保護等」、

「母子家庭のための職業訓

練、給付制度に関する情報

提供」がそれぞれ２割程度

でした。 
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【ストーカー行為や被害経験の状況】 

  

 ある特定の相手から執拗なつき

まといや待ち伏せ、面会・交際の

要求、無言電話や連続した電話・

電子メールの送信やＳＮＳ・ブロ

グ等への書き込みなど（以下、ス

トーカー行為とする。）の被害に

ついて、１人以上の被害経験があ

る人は約１割で、男女別では、被

害経験がある男性は 7.0％で、女性

は 12.8％と女性の方が高くなって

います。 

 

 

 

ストーカー行為の内容では、「つきまとい、待ち伏せ、押し掛け、うろつき」､「無言電

話、連続した電話・ファックス、電子メールの送信」、「面会や交際の要求」の順で高く

なっています。 

加害者との関係性については、「交際相手・元交際相手」28.3％、「職場・アルバイト

の関係者」19.7％、「まったく知らない人」10.6％の順で高くなっています。 
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【ストーカー被害を受けたときの相談状況】 

 

ストーカー被害を受

けたとき相談したのは

7 割で、相談先は、「知

人・友人」、「家族・親

戚」の割合が多くなって

います。 

どこにも相談しなか

った人が男女ともに３

割程度で、その理由は、

「相談しても無駄だと

思った」が最も多く、次

いで「相談するほどのこ

とではないと思った」、

「自分さえ我慢すれば、

なんとかこのままやっ

ていけると思った」の順

に高くなっています。 
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【リベンジポルノに関する被害経験の状況】 

  

性的な画像等を撮影・所持さ

れたことがある人は 6.6％で男

女別では、被害経験がある男性

は 3.1％で、女性は 10.0％と女性

の方が高くなっています。 

また、画像撮影された理由に

ついては、「頼まれて仕方なく

撮影に応じた」、「喜んでもら

いたくて撮影に応じた」、「勝

手に撮影された」の順で高くな

っています。 

性的な画像等をインターネッ

トで公開されたことがある人は

15.3％となっており、男女

別では男性が 45.2％、女

性が 6.0％と男性の方が

高くなっています。 
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【被害を受けたとの相談状況】 

  

被害を受けたとき相談

したのは４人に１人（男

性６割、女性約２割）で、

相談先は、「民間の専門

家や専門機関」、「友人

・知人」などとなってい

ます。一方でどこにも相

談しなかった理由は、「恥

ずかしくてだれにも言え

なかった」が最も多く、

次いで「相談するほどの

ことではないと思った」、

「相手の行為は愛情の表

現だと思った」の順に高

くなっています。 



　②男女共同参画センター

2,428 2,515 2,448 3,869 4,440
148 136 103 133 139

割合

　③京都府警察本部

●DV事案検挙状況

相談件数等の推移

令和３年度

3.4%

令和３年

79

89

令和２年度

4.2%

令和２年

94

平成30年度

6.1%

平成30年

109

うち舞鶴市DV相談支援センター

うち舞鶴市ＤＶ相談支援センター

DVによる一時保護

相談件数

男性
女性

増加率（％）
うち京都市ＤＶ相談支援センター

交際相手からの暴力
による相談件数 103

143

69 103 65

91

53

21

46

96
＊内閣府調査（被害者本人からの相談のみが対象：夫、元夫、内縁、元内縁）
＊相談件数には、京都市ＤＶ相談支援センター（平成23年10月３日開所）及び舞鶴市配偶者
暴力相談支援センター（令和4年9月1日開所）を含む。

59

3439418735

88

105
ＤＶによる一時保護同伴児童

うち京都市ＤＶ相談支援センター

87 47

令和４年度

5,408
5,295

113

3.4

2,917

令和元年

150

88

令和元年度

6,360
6,188

172

0.4

3,148

令和２年度

6,387
6,209

178

0.4

3,102

　①配偶者暴力相談支援センター
　　（家庭支援総合センター、南部・北部家庭支援センター、京都市ＤＶ相談支援センター及び
　　　 舞鶴市DV相談支援センター）

令和４年度

3.1%

令和4年

85

 ＊全相談件数：一般相談、フェミニストカウンセリング、法律相談、労働相談

令和元年度

5.4%

全相談件数
　うちＤＶ関係

検挙件数

平成30年度

6,333
6,204

129

6.2

3,276

令和３年度

5,232
5,147

85

▲ 18.1

2,834
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Ⅴ 計画の内容 

 

基本目標Ⅰ ＤＶ被害に気づく環境づくり 
 

  重点目標１ 暴力に苦しむ被害者に向けた情報提供 

  
【現状と課題】 

 被害者が立ち寄る可能性のある場所への、相談窓口の情報を掲載したＤＶ防止啓発カードの

配布、設置、講演会の開催やチラシなどによる広報啓発等、ＤＶをなくす啓発期間（11/12～

25）を中心とした集中的な広報啓発を実施してきました。 

 ＤＶ相談支援センターへの相談件数は令和２年度に過去最多となりましたが、現在は減少が

みられるところです。  

 令和 4 年度に京都府が実施したアンケート調査結果においても、配偶者等からの暴力につい

て「だれ（どこ）にも相談しなかった」と回答した割合は 64.3％で、５年前に実施したアンケ

ート調査と比較し、11.9 ポイント減少しています。デートＤＶでは、「だれ（どこ）にも相談

しなかった」と回答した割合は 50.9％で、５年前と比較し、28.8％減少しています。 

 また、相談した人の相談先は、配偶者からのＤＶでは「家族・親戚」「友人・知人」の順に

多く、デートＤＶでは、「友人・知人」が約６割で最も多く、「家族・親戚」「医療機関」の

順で続いています。 

 暴力に苦しむ被害者が安心して相談機関に相談できるために、市町村・企業・団体等あらゆ

る機関と連携し、被害者自身に気づきを促す情報の提供や、身近な相談先からつながる専門の

相談機関の周知等きめ細やかな広報啓発を一層進める必要があります。 

 

 ＜アンケート調査から＞ 

 ○ 配偶者や交際相手から受けた行為について、誰かに打ち明けたり、相談したりしま 

したか。（複数回答可） 

  →「どこ（だれ）にも相談しなかった」 

  ・配偶者からのＤＶ：64.3％（前回調査: 76.2％） 

  ・デートＤＶ：50.9％（79.7％） 

 

 ○ どこ（だれ）かに相談した場合の相談先（複数回答可） 

  ・配偶者からのＤＶ：「家族・親戚」50.3％（52.4％） 

               「友人・知人」47.6％（58.3％） 

               「警察」8.3％（11.7％）、「民間の専門機関」8.3％（7.8％）、 

               「医療機関」8.3％（3.9％）、 

               「職場・アルバイト先の関係者」8.3％（5.8％） 

  ・デートＤＶ：「友人・知人」62.7％（80.8％） 

            「家族・親戚」26.1％（34.6％） 

            「医療機関」11.3％（7.7％） 
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【今後の取組】被害者自らがＤＶに気づく啓発の実施 関係部局 

① カード・SNS 等の活用による、被害者自身への気づき（精神的暴力含む）

を促す継続的な情報提供（拡充）   

被害への気づきを促すため、チェックリストやＤＶ行為（精神的暴力含む）

の例をカード・チラシ・SNS 等で周知します。 

文化生活部 

 

 

 

② 被害者が参加する講習会等の活用による集中的な広報啓発の実施 

育児講座、防犯教室等の被害者が参加する講座において、ＤＶの広報を実施し

ます。 

文化生活部 

 

 

③ 市町村と連携した広報啓発強化期間の取組の実施 

ＤＶをなくす啓発期間における集中的な啓発や町内会回覧板等での周知啓発

により、地域における暴力を許さない意識の醸成を推進します。 

文化生活部 

 

 

④ 企業・団体等と連携した、より効果的な広報の展開 

企業等と連携し、情報誌やメディア等の活用により、多くの府民に情報が届く

広報を実施するほか、企業等内部での啓発や研修の実施を推進します。 

文化生活部 

 

 

⑤ ＤＶ相談支援センターや性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援

センター等相談機関の周知徹底（拡充） 

カード・チラシ等に性犯罪・性暴力を含むＤＶに関連する事象の相談支援機関

の情報も明示し、周知を徹底します。 

文化生活部 

健康福祉部 

⑥ ＤＶに関連する事象の関係機関と連携した広報啓発 

ストーカーやリベンジポルノ等、デートＤＶを含むＤＶに関連する事象の関

係機関が参加するプラットフォームを設置し、一体として効果的な広報啓発

を実施します。 

文化生活部 

健康福祉部 

教育委員会 

警 察 本 部 
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  重点目標２ 被害者を理解し、孤立させないための気づきの促進 

  

【現状と課題】 

 民生児童委員をはじめとする各種団体の会員等、被害者に接する可能性のある職務関係者を

はじめ、府民に対する研修・講演等を開催し、ＤＶの理解を促進するとともに、被害者への適

切な対応を周知する啓発を実施してきました。 

 アンケート調査の結果では、友人や知人の被害を見聞きしたが「何もしなかった」と回答し

た人が 61.6％（前回調査：57.6％）と、依然として高い割合になっており、被害防止のための積

極的な行動にはつながっていません。 

 配偶者等からのＤＶ被害者の 64.3％、デートＤＶ被害者の 50.9％がどこにもだれにも相談し

ておらず、その理由としては、「相談するほどのことではないと思った」が配偶者からのＤＶ

で 32.2％、デートＤＶで 36.7％となっており、ともに最も高くなっています。また、「相談し

ても無駄だと思った」が配偶者からのＤＶで 27.2％、デートＤＶで 21.8％となっており、５年

前に比べて減少傾向にあるものの、一定数いる状況です。 

 二次的被害により、被害者が孤立感を深めたり、相談機関へ相談する気力をなくしてしまう

可能性も高く、周囲が暴力に気づき、被害者の孤立を防ぐとともに、適切に相談機関への相談

を勧められるよう、あらゆる府民のＤＶに対する理解を促す取組と併せ、被害者の早期発見に

関わるあらゆる機関（福祉施設、教育機関、消防（救急）等）や地域ネットワーク（児童福祉

法に基づく要保護児童対策地域協議会や犯罪被害者サポートチーム等）との連携・協力が不可

欠です。 

 

 ＜アンケート調査から＞ 

 ○ 暴力を受けている（かもしれない）ことに気づいて、あなたはどうしましたか。 

                                   （複数回答可） 

  ・いずれの行動もとらなかった人の主な理由 

   「どう対応したらいいか分からず、何もしなかった」34.1％（前回調査:21.9％） 

   「他人のことなので口出しするべきでないと思い、何もしなかった」19.2％（24.2％） 

                                  

  ・いずれかの行動をとった場合の主な内容 

   「暴力を受けている人に相談先を紹介した」12.5％（11.7％） 

   「暴力を受けている人をかくまったり、逃がしたりした」11.5％（9.6％） 

 

 ○ どこ（だれ）にも相談しなかったのはなぜですか。 

  ・配偶者からのＤＶ：「相談するほどのことではないと思った」32.2％（35.3％） 

             「相談しても無駄だと思った」27.2％（32.2％） 

  ・デートＤＶ：「相談するほどのことではないと思った」36.7％（49.0％） 

       「相談しても無駄だと思った」21.8％（36.3％） 

 



Ⅴ 計画の内容 基本目標Ⅰ 
- 22 - 

【今後の取組】職務関係者・近親者による気づき及び相談の勧奨 関係部局 

① 被害者の早期発見のための関係機関向け実践的対応マニュアルの定着 

被害者を発見しやすい立場にある関係機関向けに、通報等の対応方法、相談支

援機関の情報等をまとめたマニュアルに基づく対応周知を徹底します。 

文化生活部 

 

 

② 生活困窮や児童虐待等の背景にあるＤＶ被害に気づき、相談機関へつなぐ   

ための働きかけ 

ＤＶ以外の相談窓口においても被害に気づき、相談窓口へつなぐことができ

るよう、市町村等の職員への研修を実施します。 

文化生活部 

健康福祉部 

 

 

③ 職務関係者による二次的被害の防止（新規） 

職務関係者は被害者の人権に配慮し、支援を受けにくいということにならな

いよう、情報提供、相談の対応、施設整備等の面において被害者の立場に立っ

た配慮を行うとともに、不適切な対応により、被害者に更なる被害（二次被

害）が生じることのないように対応します。 

健康福祉部 

④ 被害者に接する機会がある、あらゆる職務関係者及び府民への啓発・研    

修等の実施 

関係機関で実施される研修や府民に対する啓発講座等、あらゆる機会を捉え

てＤＶの啓発を実施します。 

文化生活部 

健康福祉部 

 

⑤ 市町村と連携した広報啓発強化期間の取組の実施【再掲】 文化生活部 

⑥ 企業・団体等と連携した、より効果的な広報の展開【再掲】 文化生活部 

⑦ ＤＶ相談支援センターや性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援

センター等相談機関の周知徹底（拡充）【再掲】 

文化生活部 

健康福祉部 

⑧ 通報の趣旨の周知 

ＤＶ防止法におけるＤＶの発見者による通報の努力義務規定を、府民に対し

て周知します。 

文化生活部 
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基本目標Ⅱ 暴力を許さない意識・環境づくり 

 

  重点目標３ 暴力の未然防止及び抑止に向けた研修・啓発の強化 

  

【現状と課題】 

 高校生・大学生等に対して、将来にわたってＤＶの被害者にも加害者にもならないよう、デ

ートＤＶ防止啓発冊子を作成し、授業での活用や、成人式等での配布など啓発を推進してきま

した。一方、ストーカーやリベンジポルノ等の関連事象への対応のためには、就学前から互い

を尊重し、暴力を許さず、いのちを大切にする意識の醸成が必要です。 

 また、それら低年齢時からの教育・意識づくりと同時に、保護者に対しても、ＤＶの子ども

に対する影響やデートＤＶ等に関する情報提供及び啓発を実施する必要があります。 

 さらに、暴力を許さない意識の醸成のため、地域団体や企業とも連携したＤＶの周知啓発が

必要であるとともに、被害者が地域で安全に生活するため、加害者に対する再発防止のための

取組が求められます。 

 併せて、市町村におけるＤＶ基本計画の策定（他の市町村計画の策定・改定時の一体的な策

定）に際し、市町村に対する助言や情報提供を行うとともに、他の分野の計画等においても、

ＤＶ防止、被害者保護の趣旨が踏まえられるよう働きかける必要があります。 

 

 ＜アンケート調査から＞ 

 ○ 配偶者等や交際相手から次のようなことをされたことがありますか。（「なぐったり、

けったり、物を投げつけられたり、突き飛ばしたりするなどの身体に対する暴力を受け

た」、「人格を否定するような暴言や、自分もしくは家族に危害が加えられるのではない

かと恐怖を感じるような脅迫、何を言っても無視するなどの精神的な嫌がらせを受けた」

他） 

配偶者等・29.5％（前回調査: 36.8％）が、いずれかの暴力を受けたことが「あった」と回答 

  交際相手・21.9％（前回調査: 26.1％）が、いずれかの暴力を受けたことが「あった」と回答 

   

 ○ 配偶者等及び交際相手から受けた行為によって命の危険を感じたことがありますか。 

配偶者等・13.8％（7.5％）が「命の危険を感じた」と回答 

  交際相手・25.3％（11.7％）が「命の危険を感じた」と回答 

  ストーカー・36.4％（―）が「命の危険を感じた」と回答 

 

 ○ 配偶者等及び交際相手から行為を受けたとき、どうしましたか。  

  配偶者等・43.1％（36.6％）が「別れようと思ったが別れなかった（別れていない）」、 

             37.7％（43.8％）が「別れようと思わなかった（思っていない）」と回答 

  交際相手・29.4％（26.3％）が「別れようと思ったが別れなかった（別れていない）」、 

             21.5％（19.8％）が「別れようと思わなかった（思っていない）」と回答 

 

 



Ⅴ 計画の内容 基本目標Ⅱ 
- 24 - 

【今後の取組】年代（ターゲット）に応じた啓発による、あらゆる暴力を                

許さない意識の醸成 

関係部局 

 

①  あらゆる世代に対して、互いを尊重する関係を築き、暴力を許さず、いの

ちを大切にする心を育む教育・研修の実施 

人権教育等において、その発達段階に応じた教育・研修を実施します。 

文化生活部 

健康福祉部 

教育委員会 

② 年代に応じた暴力を許さない意識づくりやデートＤＶの啓発 

  心身の発達段階ごとに相応しい方法での暴力を許さない意識づくりや、小学生

・中学生からのデートＤＶの啓発を実施します。 

文化生活部 

健康福祉部 

教育委員会 

③ あらゆる機会を通じて、保護者に対してＤＶの子どもに対する影響やデー   

トＤＶ等に関する情報提供及び啓発を実施 

ＤＶと児童虐待の関連やデートＤＶの現状等についての啓発を行います。 

文化生活部 

健康福祉部 

教育委員会 

④ 地域において暴力を防止するための地域活動拠点等への啓発の実施 

地域活動団体等と連携し、ＤＶやデートＤＶに関する啓発を実施します。 

文化生活部 

 

⑤ 企業等職場におけるハラスメント講習等を活用した啓発の実施 

職場での人権研修やコミュニケーション能力向上を目的とした研修等の機会

を捉えて、企業等におけるＤＶに対する理解を促します。 

文化生活部 

商工労働観光観部 

 

 

【今後の取組】加害者への対応   関係部局 

① 警察による指導・警告時等、加害行為への気づきを促す働きかけ 

加害者に対し、ＤＶ行為を行っていることの気づきを与える指導・警告をする

など、暴力を抑止する働きかけを行います。 

警 察 本 部 

 

 

② 加害への気づきを促す情報提供 

チェックリストやＤＶ行為の例を掲載したチラシ等により、加害への気づき

を促します。 

文化生活部 

 

 

③ 加害者にも被害者にもならないためのプログラムの実施 

被害者支援の一環として、加害者の抱える経験等を踏まえ、加害者にも被害 

者にもならないよう、加害者自らが加害に気づき、加害を繰り返さないため 

のプログラムを実施します。 

文化生活部 

健康福祉部 

④ ＤＶに関連する事象の関係機関と連携した広報啓発【再掲】 文化生活部 

健康福祉部 

教育委員会 

警 察 本 部 

 

【今後の取組】市町村の取組への働きかけ   関係部局 

① ＤＶ基本計画策定の働きかけ及び支援 

ＤＶ基本計画未策定の市町村や、市町村の男女共同参画計画の策定・改定に向

けての助言や情報提供を行います。 

文化生活部 

 

 

 



Ⅴ 計画の内容 基本目標Ⅲ 
- 25 - 

 

基本目標Ⅲ 総合的な相談・保護体制の充実 

 

  重点目標４ 相談体制の充実・強化 

  

【現状と課題】 

平成 22 年度に家庭支援総合センターを中心に北部・南部家庭支援センターと連携し、女性

・児童・障害部門等総合的な専門相談体制を整備するとともにそれぞれのセンターをＤＶ相談

支援センターと位置づけ、相談機能を強化しました。 

京都市ＤＶ相談支援センター（平成 23 年度）、舞鶴市配偶者暴力相談支援センター（令和

４年度）の設置や府内全市町村に相談窓口が設置されるなど市町村の相談窓口も整備されてき

ています。 

相談機能の強化に伴い、相談窓口に寄せられる相談件数は増加し、相談内容も多様化・複雑

化していることから、ＤＶ相談支援センターの専門性の向上や被害者の身近な相談窓口である

市町村の相談体制のさらなる充実が求められています。 

また、男性からの相談も一定数存在しており、性別等に関わらずＤＶに悩むすべての方のた

めの相談窓口の設置が必要です。 

 

 ＜アンケート調査から＞ 

 ○ 被害者への支援策として必要なもののうち相談体制に係る回答（複数回答可） 

 

  ・主な回答は、「身近な相談窓口の充実」26.4％（前回調査: 20.9％） 

         「心理カウンセリング」23.8％（前回調査: 26.9％） 

         「男性被害者への支援」5.7％（前回調査: 5.8％） 

 

 

【今後の取組】身近な相談窓口の設置 関係部局 

① ＤＶに悩むすべての方のための相談窓口の設置（拡充） 

性別に関わらずＤＶに悩むすべての方のための相談窓口を設置するととも

に、女性相談員だけでなく男性相談員による相談対応も行います。 

文化生活部 

健康福祉部 

② 相談支援体制の充実 

仕事帰りにも来所相談を受けられるよう家庭支援総合センターの来所相談

時間を延長するとともに、必要に応じたアウトリーチによる支援を実施しま

す。 

健康福祉部 

③ 国等と連携した相談体制の構築（拡充） 

国等の実施するオンラインやＳＮＳ相談と連携し、地域を問わず、かつ若年

層や昼間働いている方をはじめ多様な方が相談しやすい体制を構築します。 

文化生活部 

健康福祉部 
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【今後の取組】市町村の相談窓口での相談体制の充実 関係部局 
①  市町村における相談窓口の明確化及び庁内関係課の連携強化（市町村内

ネットワークの構築） 
被害者の最も身近な行政機関である市町村の相談窓口を明確にするととも

に、迅速で効果的な被害者支援に向け、関係課等が一体となった市町村内ネ

ットワークの構築を働きかけます。 

文化生活部 
健康福祉部 

 

 

 

② ｢ＤＶ被害者支援マニュアル（相談）｣の活用など市町村ＤＶ相談窓口への   

支援 
市町村の相談窓口での様々なニーズに対応する「ＤＶ被害者支援マニュアル 

（相談）」を活用し、円滑な相談業務を支援します。 

健康福祉部 

 

 

 

③ 市町村の相談員等に対する体系的な研修による人材育成 
市町村の相談員等に対し、ＤＶへの理解を深める基礎的研修から、法制度や

多様な被害者への対応等の専門的研修まで体系的に行うことで、面前ＤＶへ

の対応など身近な相談窓口における対応力の向上を図ります。 

健康福祉部 

 

 

④ 市町村の困難事案等に対する助言等の実施 
多様な相談、困難事案や複雑な事案に対して、家庭支援総合センター相談員

等が助言を行うことで、円滑な対応を支援します。 

健康福祉部 

 

 

⑤ 市町村における住民基本台帳の閲覧等の制限に係る被害者の情報管理の 

徹底への働きかけ 
住民基本台帳の閲覧等の制限手続きが適切に行えるよう、相談共通シート 

の活用や窓口の一元化等による被害者の情報管理の徹底を働きかけます。 

健康福祉部 

 

 

 

 

【今後の取組】ＤＶ相談支援センター等相談員の対応力強化 関係部局 
① ＤＶ相談支援センターや保健所の相談員・ケースワーカーに対する体系

的な研修の実施 
ＤＶ相談支援センターや保健所の相談員・ケースワーカー等専門的立場から

関わる者に対し、より専門的な研修を行うことで、法的対応力や個別ケース

に寄り添った相談対応が行えるよう資質の向上を図ります。 

健康福祉部 

 

 

 

② 複雑・困難な事案等に対する外部専門家による指導・助言の実施 
家庭支援総合センターにおける複雑・困難な事案に対し、外部専門家（医師

や弁護士等）からの指導・助言による対応力の強化を行います。 

健康福祉部 

 

 

③ 匿名性が確保され安心・安全に相談できる体制・環境づくりの強化 

（新規） 
被害者は不安感を抱えながら相談に訪れることが多いため、被害者にとって

の安全を第一に考え、相談内容はもとより、相談したこと自体についても秘

密が守られるよう体制・環境づくりを強化します。 

健康福祉部 

④ 職務関係者による二次的被害の防止（新規）【再掲】 健康福祉部 

 

【今後の取組】切れ目のない支援体制に向けた関係機関との連携強化 関係部局 
① 転居を伴う被害者への都道府県間、市町村間の連携による継続的支援の 

実施（拡充） 
転居を伴う被害者に対しては、都道府県間、市町村間の連携による切れ目の

ない支援体制の構築を働きかけます。 

健康福祉部 

 

 

② 府内市町村間での広域連携による相談窓口の充実 
居住地以外の相談窓口にも気軽に相談できるよう、相談窓口や相談時間等を

他市町村の広報誌にも掲載する等、福祉圏域での市町村の広域連携を進める

よう働きかけます。 

健康福祉部 
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③ 府、市町村、警察等相談窓口機関と民間支援団体等との連携強化による

被害者の安全確保と確実な保護のための体制整備 
府、市町村、警察等相談窓口機関と民間支援団体等との連携を強化し、被害

者の状況に応じた的確な相談対応に加え、安心・安全で迅速な保護の確保の

充実を行います。 

健康福祉部 
警 察 本 部 

④ 医療機関等の専門機関への相談・連携体制の構築（新規） 
身体的・心的外傷等を抱える支援対象者の被害回復のため、医療機関等の専

門機関への相談・連携体制を整え、心身の健康回復のための医学的、心理学

的な支援を行い、中長期的に寄り添い続ける支援を行える体制を整備します。 

健康福祉部 
 

⑤ 法律相談の実施及び情報提供（新規） 

法律問題で悩みを抱えている方のために弁護士による無料法律相談を実

施するとともに、京都弁護士会が実施する女性のための無料電話相談や、

日本司法支援センター（法テラス）が実施する法律相談・弁護士費用等の

立替えなどの民事法律扶助等に関する情報提供及び連携強化を図ります。 

文化生活部 

健康福祉部 

⑥ 性的被害者に対する早期の性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ

支援センターとの連携支援（新規） 
性的な被害による心的外傷等を抱えている方に対しては、性被害・性暴力被

害者のためのワンストップ支援センター等の支援機関とも早期に連携し、心

的外傷等の被害回復支援に取り組みながら、日常生活の回復の支援等を実施

します。 

健康福祉部 
警 察 本 部 

 

 重点目標５ 緊急保護の充実 

  

【現状と課題】 

家庭支援総合センターでは、夜間休日を含む 24 時間体制で、警察や市町村、福祉事務所等

との緊密な連携・協力により被害者の安心・安全を図りながら、迅速な保護を実施しています

が、被害者の状況に応じたシェルター（一時保護機能）の確保や市町村や民間団体との連携に

よる緊急一時保護体制の充実、警察との連携による安全対策のさらなる充実が必要です。 

また、心に深い傷を負った被害者に対しては、一時保護期間中からのカウンセリングや医療

機関との連携など、被害者の特性に応じた支援を実施していますが、被害者の状況の改善に向

け、退所後においても継続した心のケアの充実が必要です。 

 

 ＜アンケート調査から＞ 

 ○ 配偶者等から暴力を受けたことがありますか。 

  ・女性では 34.1％（前回調査: 41.2％）、男性では 25.7％（32.4％）が「暴力を受けたことが

あった」 と回答。そのうち女性の 56.7％（46.9％）、男性の 25.1％（28.2％）が「けが

をしたり精神的不調をきたした」と回答 

 ○ 配偶者等や交際相手から受けた行為によって命の危険を感じたことがありますか。 

  配偶者等 13.8％（7.5%）、交際相手 25.3%（11.7%）が「命の危険を感じた」と回答 

 

  ○ 緊急保護について被害者への支援策としてどのようなことが必要と考えますか。 

（複数回答可） 

  ・「暴力をふるう相手から一時的に逃れる場所の提供」40.6％（67.0％） 
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       「心理カウンセリングの実施」23.8％（26.9％）と回答 

 

【今後の取組】 関係部局 

① 民間団体と連携した被害者の状況に応じた適切な一時保護等の実施 

(拡充) 

民間団体と連携して被害者の状況に応じて適切な一時保護等を実施し、被害

者の安全を確保するとともに、一時保護期間における支援対象者の通学・通

勤・かかりつけ医療機関への通院について、加害者の追及可能性がないなど

安全上問題がなく、本人が希望しており、将来の自立した生活に有益である

場合は、できる限り、対応できるよう配慮します。 

健康福祉部 

 

 

② 市町村の緊急保護体制等確保に向けた働きかけ 

市町村と連携し、緊急時における被害者の安全確保の充実を行います。 

健康福祉部 

 

③ 警察等との連携による被害者を保護する施設の防犯機能の強化 

警察等と連携し、被害者を保護する施設の安全確保体制を強化します。 

健康福祉部 

警 察 本 部 

④ 被害者の移送方法の確立及びその安全対策の強化 

被害者にとって不安の大きい一時保護所までの移動については、市町村や保

健所等と連携するとともに、被害者の状況等に応じ、警察と連携し、安全対

策の強化を行います。 

健康福祉部 

警 察 本 部 

 

 

⑤ 被害者の特性に応じたカウンセリングの充実 

心に深い傷を負った被害者の特性に応じ、一時保護期間中からカウンセリン

グの実施や医療機関の受診、さらに退所後も継続して心のケアを行います。 

健康福祉部 

 

 

⑥ 警察との連携によるストーカー被害者への支援 

警察と連携し、状況に応じた被害者への安全確保を行います。 

健康福祉部 

警 察 本 部 

 

重点目標６ ＤＶ家庭に育つすべての子どもへの支援 
  

【現状と課題】 

一時保護所に同伴する子どもたちは、子ども自身が暴力にさらされているだけでなく、家庭

でＤＶを目撃すること（面前ＤＶ）により、心のダメージを受けている場合があることから、

一時保護期間中も児童相談所等と連携した子どもの保護や心のケアの充実、さらに保育の実施

や学習支援を行っています。 

子どもの状況によっては退所後も要保護児童対策地域協議会と連携した切れ目のない心の

ケアの充実に加え、転居先保育所での随時入所や子どもの状況に応じた就学手続き等、被害者

や子どもへの負担を軽減する柔軟な対応が必要です。 

また、子どもが暴力、暴言を見聞きすることが、子どもの心に大きなダメージを与えること

について広く周知するとともに、子どもの面前で暴力行為を行った保護者へは、児童虐待対応

機関（児童相談所、市町村等）による指導支援や常に子どもを身近で見守る学校の養護教諭や

保育士などによる、ＤＶ家庭に育つすべての子どもに寄り添った支援の充実が必要です。 

 
 ＜アンケート調査から＞ 

 ○ 配偶者等から行為を受けたとき、どうしましたか。 

  ・「別れたい（別れよう）と思ったが別れなかった（別れていない）」 

                               43.1％（前回調査: 36.6％）  
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  ・「別れたい（別れよう）と思わなかった」37.7％（43.8％） 

 

 ○ 相手と別れなかった（別れない）理由は何ですか。（複数回答可） 

  ・「別れるほどのことではないと思った」37.2％（47.6％）、「子どもがいる（妊娠した）

から、子どものことが気がかり（親権、子どもの意思、環境）」33.8％（33.7％）、その

うち女性は 45.0%（40.7%）で男性より 20 ポイント高い。 

 

 ○ 暴力等の行為を受けた（受けている）のを子どもが見た後、子どもに何か変化がありま

したか。（複数回答可）  

  ・「大人の顔色をうかがうようになった」23.7％（25.1％） 

 〇 暴力が子どもにも及んだか。 

  ・あった 12.7%(16.3%) 

 〇 被害者への支援策としてどのようなことが必要と考えますか。（複数回答可） 

  ・「暴力をふるう相手から一時的に逃れる場所の提供」40.6%（67.0%） 

  ・「子どもへのカウンセリング」16.0%(11.2%) 

 
 

【今後の取組】 関係部局 

① ＤＶが子どもに及ぼす影響について、地域で子どもに関わるあらゆる関

係者に理解を促進 

地域で子どもに関わるあらゆる関係者に対し、ＤＶが子どもに及ぼす影響に

ついて、研修・啓発等を実施することで、ＤＶ家庭に育つすべての子どもへ

の理解を促進し、子どもへの適切な対応を支援します。 

健康福祉部 

 

 

 

 

② 要保護児童対策地域協議会と連携した子どもへの支援の充実 

心のケア等支援の必要なＤＶ家庭に育つ子どもには要保護児童対策地域協 

議会と連携し継続的な支援の充実を図ります。 

健康福祉部 

 

 

③ 子どもの面前で暴力行為を行った保護者への指導支援の強化 

子どもの面前で暴力行為を行った保護者への児童虐待対応機関（児童相談

所、市町村等）による指導支援を強化します。 

健康福祉部 

 

④ 一時保護所での同伴児童に対する支援の充実 

一時保護所での同伴児童に対し、学習支援やカウンセリングを実施するなど

支援の充実を図り、加えて退所後も適切な支援が受けられるよう市町村や学

校等への連絡票を作成し、継続した支援を進めます。 

健康福祉部 

 

 

⑤ 一時保護所を退所後も支援が受けられるよう避難先の市町村要保護児童 

  対策地域協議会等と連携した切れ目のない子どもへの支援の充実 

一時保護所の行動観察の結果、退所後も地域で継続的な心のケア等の支援 

が必要な子どもに対し、要保護児童対策地域協議会や学校等と連携するなど

継続的な支援を行います。 

健康福祉部 

 

 

 

 

⑥ 保育所の優先随時入所や就学手続き等の弾力的運用、加害者への対応等

個人情報の適切な管理の徹底等の市町村等への働きかけ 

保育所の優先随時入所や就学手続き等、子どもの状況等に応じた柔軟な対 

応や加害者からの問い合わせに対する対応等、被害者の状況に寄り添った対

応を市町村や教育委員会へ働きかけます。 

健康福祉部 

教育委員会 
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⑦ 保育所・幼稚園、学校等における研修の実施及び子どもの見守り・支援体 

制の充実（拡充） 

ＤＶが子どもの心に及ぼす影響等への理解を深めるため、保育士・幼稚園教

諭、養護教諭、教員等への研修や啓発等の充実を図るとともに、府総合教育

センターの電話・来所相談、学校におけるスクールカウンセラーや「まなび

・生活アドバイザー」の活用などＤＶ家庭に育つすべての子どもへの見守り

支援体制の充実を図ります。 

文化生活部 

健康福祉部 

教育委員会 

 

⑧ 職務関係者による二次的被害の防止（新規）【再掲】 健康福祉部 

 

 重点目標７ 外国人、障害のある人、高齢者、性的マイノリティ（性的  

少数者）等の被害者への支援の充実及び男性被害者、加害    

者への対応 
 
【現状と課題】 

外国人被害者は、言葉や文化の違いから社会の中でも孤立しやすく、相談窓口の存在を知ら

ない場合があることから、外国語に翻訳した相談窓口案内の配布や外国人支援団体と連携した

相談対応等を行っていますが、市町村等の相談窓口では、日本語が十分理解できないために自

らの状況がうまく伝わらない場合があることから、適切な相談対応に向けた工夫が必要です。 

障害のある人や高齢者、性的マイノリティ（性的少数者）の人は、ＤＶが潜在化しやすい傾

向にあり、障害者や高齢者の虐待相談窓口や福祉サービス、人権相談窓口等との連携による被

害者の早期発見や支援が必要です。 

また、男性からの相談も一定数存在しており、性別に関わらずＤＶに悩むすべての方のため

の相談窓口の設置が必要です。 

 

【今後の取組】外国人被害者への支援 関係部局 

① 外国人支援団体と連携した相談対応や自立支援の充実（拡充） 

日本語を十分理解できない外国人被害者に対し、外国人支援団体等と連携

し、さらなる相談対応の充実を図るとともに就労支援や被害者一人ひとりの

生活や状況に合わせた支援の充実を図ります。 

健康福祉部 

 

 

②  外国人被害者の母国語（翻訳）相談シートを活用した相談窓口での被害

者支援 

外国人被害者に対応できる母国語(翻訳)相談シートを作成・活用し、市町村

ＤＶ相談窓口における外国人被害者への支援の充実を図ります。 

健康福祉部 

 

 

 

③  外国人被害者の母国語（翻訳）による支援制度や各種手続きの説明等を

掲載したリーフレット等の作成 

日本語を十分理解できない外国人被害者が、支援制度や各種手続きを理解で 

きるよう翻訳リーフレットを作成し、外国人被害者への支援の充実を図りま

す。 

健康福祉部 

 

 

 

 

④ 職務関係者による二次的被害の防止（新規）【再掲】 健康福祉部 
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【今後の取組】障害のある人や高齢者、性的マイノリティ（性的少数者）等

の被害者への支援  

関係部局 

① 障害者・高齢者の虐待相談窓口との連携強化 

市町村のＤＶ相談窓口と障害者・高齢者虐待相談窓口との連携により、障害

のある人や高齢者のＤＶ被害への迅速な対応を行います。 

健康福祉部 

② 障害のある人や高齢者、性的マイノリティ（性的少数者）等被害者に対

応した一時保護委託の充実（拡充） 

障害のある人や高齢者、性的マイノリティ（性的少数者）等、被害者の状況

に応じた一時保護委託先の充実を図ります。 

健康福祉部 

 

 

③ 職務関係者による二次的被害の防止（新規）【再掲】 健康福祉部 

 

【今後の取組】男性被害者や加害者への対応  関係部局 

① ＤＶに悩むすべての方のための相談窓口の設置（拡充）【再掲】 

 

文化生活部 

健康福祉部 

② 民間団体と連携した被害者の状況に応じた適切な一時保護等の実施 

（拡充）【再掲】 

健康福祉部 

③ 警察による指導・警告時等、加害行為への気づきを促す働きかけ【再掲】 警 察 本 部 

④ 加害への気づきを促す情報提供【再掲】 文化生活部 

⑤ 加害者にも被害者にもならないためのプログラムの実施【再掲】 

 

文化生活部 

健康福祉部 

⑥ ＤＶに関連する事象の関係機関と連携した広報啓発【再掲】 文化生活部 

健康福祉部 

教育委員会 

警 察 本 部 
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基本目標Ⅳ 自立のための継続的支援体制の確立及び関係機関の連携強化 

 

  重点目標８ 支援策の充実・強化 

  

【現状と課題】 

被害者が地域の中で社会的に自立し、安心して生活するため、福祉、教育、労働（就労）、

保健・医療等の関係機関が支援をしていますが、被害者一人ひとりのニーズに合わせた切れ目

のない支援を行うため、関係機関が連携し、一体となって支援していくことが必要です。 

また、市町村は、被害者への支援制度やサービスの情報提供・相談の窓口となることから、

支援制度等をまとめたマニュアルを配布するなど市町村への支援も必要です。 

    

 ＜アンケート調査から＞ 

 ○ 生活再建について被害者への支援策としてどのようなことが必要と考えますか。 

（複数回答可） 

  ・「母子生活支援施設やステップハウスなど、自立のための準備期間を過ごす中間的な施

設の増設」23.3％（前回調査:17.8％）、「公的制度活用（生活保護や児童扶養手当支給に係

る手続き）の迅速化」16.7％（19.8％）、公的賃貸住宅への優先入居や入居条件の緩和等

（保証人・住民票の有無等）12.1%（6.9%）と回答 

 

【今後の取組】 関係部局 

① 一時保護所退所時の母子生活支援施設等への自立支援計画の作成など 

継続的な支援の充実 

被害者の心理的支援と安定した生活支援が図れるよう、家庭支援総合センタ

ーで自立支援計画を作成し、一時保護所から母子生活支援施設等への退所後

も継続した支援の充実を図ります。 

健康福祉部 

 

② 「ＤＶ被害者支援マニュアル（自立支援）」による市町村の支援体制への

支援 

支援制度等をまとめた「ＤＶ被害者支援マニュアル（自立支援）」を活用し、

市町村における相談支援体制を支援します。 

健康福祉部 

 

③ 市町村における被害者支援コーディネーター配置への働きかけ 

生活保護、教育、健康保険・年金等多岐にわたる被害者支援施策を的確に提

供するため、相談段階から被害者に寄り添い、市町村内関係課につなぐ「被

害者支援コーディネーター」の配置を働きかけます。 

健康福祉部 

 

 

 

④ 京都ジョブパーク等との連携強化による自立した生活へ向けた就労支援

など、被害者一人ひとりの生活や状況に合わせた支援の充実 

被害者の一時保護所からの段階的な社会的自立に向け、京都ジョブパーク等

との連携強化により、自立した生活へ向けた就労支援など、被害者一人ひと

りの生活や状況に合わせた支援の充実を図ります。 

文化生活部 

健康福祉部 

 

 

 

⑤ 府営・市町営住宅を活用した被害者の居住支援の充実 

府営住宅における特定目的優先入居の継続実施・充実などにより被害者の居

健康福祉部 

建設交通部 
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住支援を図るとともに、市町営住宅への優先入居の実施を働きかけます。  

⑥ セーフティネット登録住宅についての情報提供等民間賃貸住宅への入居

支援を実施（新規） 

公営住宅だけでなく民間賃貸住宅への入居を支援するため、住宅確保要配慮

者を対象としたセーフティネット登録住宅に関する情報提供を行うととも

に、住宅確保支援団体との連携を図ります。 

健康福祉部 

 

 重点目標９ 生活の安定と心身回復へのサポート 

【現状と課題】 
被害者が地域の中で社会的に自立し、安心して生活するため、就労支援などに加え、長期に

わたる暴力が引き起こす健康被害やＰＴＳＤ（心的外傷後ストレス障害）などからの回復に向

け、相談機関から専門的なカウンセリング機関につなぎ、継続的な支援をしています。 
また、被害者が見知らぬ地域で生活を始める場合は、孤立することなく見守る地域生活サポ

ーターによる寄り添い型の支援を行っており、今後も地域で継続した相談対応や必要に応じた

アウトリーチによる支援を実施するなど見守り支援体制を充実していくことが必要です。 
さらに、心のケアの必要な同伴児童に対しては、要保護児童対策地域協議会と連携した支援

や市町村ごとに地域で活動する支援者と連携した支援が必要です。 

    

 ＜アンケート調査から＞ 

 ○ 生活再建について被害者への支援策としてどのようなことが必要と考えますか。 

（複数回答可） 

  ・「心理カウンセリング」23.8％（26.9％）、「子供へのカウンセリング」16.0%（11.2%）、

「仕事の紹介・斡旋、就職時の身元保証」11.9%（11.9%）、「就労のための技能、資格取

得の支援」7.7%（7.1%）と回答。 

 

【今後の取組】被害者の生活の安定と心のケア 関係部局 
① 専門的なカウンセリングや精神的治療による心理的ケアの充実 

被害者の心理的回復に時間を要するため、相談機関から身近な地域のカウンセリ

ング機関や保健所等につなぐなど、継続的な心理的ケアの充実を図ります。 

健康福祉部 

 

 

② グループワーク、ピア・カウンセリングによる心理的ケアの充実 
同様の体験をしたＤＶ被害者同士がお互いに共感しながら意見交換を行う心理

的ケアにより「自助の力」を引き出す支援の充実を図ります。 

文化生活部 

 

 

③ ひとり親家庭自立支援センターやハローワーク、ジョブパークにおける母子

父子家庭の親や単身の被害者を含めた就業支援・職業訓練施策の充実（拡充） 
ひとり親家庭自立支援センターやハローワーク、ジョブパークでの就業支援等、

被害者の状況に応じたきめ細やかな支援の充実を図ります。 

健康福祉部 

 

 

 

④ 地域における日常生活や同伴児童の養育を支援する地域サポートの充実 
ファミリーサポートセンターの活用等、被害者の日常生活や同伴児童の養育を地

域で支援する体制の充実を図ります。 

健康福祉部 

 

 

⑤ 京都ジョブパーク等との連携強化による自立した生活へ向けた就労支援な

ど、被害者一人ひとりの生活や状況に合わせた支援の充実【再掲】 
健康福祉部 

    ※ ピア・カウンセリング＝同質（類似）の問題をもつ者同士の分かりあい・支え合いにより潜在能力や可能性 

を取り戻そうとする活動。お互いが聞き役・話し役になって、必要な援助を与えあうもの 
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【今後の取組】被害者や子どもを地域で見守る体制    関係部局 
① 一時保護所退所後の被害者と子どもを含む家族に対する訪問支援の強化 

一時保護所退所後も継続した相談対応や必要に応じたアウトリーチによる支援

を実施します。 

健康福祉部 

②  被害者の社会的自立を身近な地域で支える「地域生活サポーター」の効果的

な活用 
一時保護所等退所後に地域で生活を始める被害者の不安を軽減するため、被害者

を身近な地域で支える「地域生活サポーター」の効果的な活用を図ります。 

健康福祉部 

 

③ 地域母子会や民生児童委員等との連携による地域における被害者や子どもへ

の見守り・支援体制の充実 
地域で活動を行う団体等（地域母子会や民生児童委員等）との連携を進め、被害

者や子どもを地域で身近に見守る支援体制の充実を図ります。 

健康福祉部 

 

 

 
 
 
 

 重点目標 10 関係機関の連携強化 

  

【現状と課題】 

被害者が早期に心身の回復を図るためには、相談、保護から被害者の社会的自立まで、継続

的支援が必要です。   

このため、京都府においては、平成 23 年３月に「配偶者等からの暴力に関するネットワー

ク京都会議」を設置し、「啓発」、「相談」、「保護・自立支援」の３つの部会の中で被害者

支援の取組や意見交換を行ってきました。 

今後とも、具体的な事案についても現場における対応に重点を置いて、実践的、継続的な協

議を行い、支援の充実を図る必要があります。 

 

【今後の取組】 関係部局 

①  DV 関係機関等による協議会の設置、円滑な情報交換及び被害者への効果的

かつ円滑な支援の促進（新規） 

配偶者等からの暴力の防止及び被害者の保護・自立支援に関する法定協議会を

設置し、関係機関がそれぞれ専門性を活かし、個別ケースも含めて連携を図りな

がら情報交換を行うとともに、被害者の相談、保護、社会的自立支援に関する協

議を行い、支援の充実を図ります。 

文化生活部 

健康福祉部 

 

 

 

② 市町村におけるＤＶ施策の推進・連携体制の整備への働きかけ 

市町村のＤＶ施策の推進にあたっては、関係機関との連携が促進されるよう働

きかけます。 

文化生活部 

健康福祉部 

 

③ 行政機関と民間支援団体等との機能やノウハウを活かした連携強化 

行政機関と民間支援団体等との連携を進め、民間支援団体等の機能やノウハウ

を活かし、被害者の状況に対応した支援の充実を図ります。 

文化生活部 

健康福祉部 

 

④ 困難な問題を抱える女性への支援に関する支援調整会議等関連施策との連

携協力（新規） 

配偶者等からの暴力の問題と関係の深い分野において、関係機関及び関連施策

との連携協力を効果的かつ効率的に進めていきます。 

文化生活部 

健康福祉部 
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基本目標Ⅴ 被害者の状況に応じた支援体制の推進 

 

  重点目標 11 民間支援団体との連携・支援 

  

【現状と課題】 

社会福祉施設や民間支援団体は、既に被害者支援に大きな役割を担っており、今後も独自の

機能やノウハウを十分に発揮できるよう、府はこれらの団体等と協働して被害者支援を行って

います。  

なお、被害者の状況によっては、民間支援団体等による対応が効果的な場合もあることから

今後さらに民間支援団体等と協働を進め、相談、保護・自立支援体制の充実についても検討し

ていく必要があります。  

 

【今後の取組】 関係部局 

① 民間団体と連携した被害者の状況に応じた適切な一時保護等の実施 

（拡充）【再掲】 

健康福祉部 

② 民間支援団体等職員への体系的な研修による人材育成 

民間支援団体等の強みを活かした支援ができるよう、専門的な研修を行い、

相談スキルや資質の向上を図ります。 

健康福祉部 

 

③ 被害者への支援制度等、民間シェルター等への情報提供による支援 

民間シェルター等が適切な被害者支援が実施できるよう、被害者への支援制

度等様々な情報提供を行います。 

健康福祉部 

 

 

④ 府、市町村、警察等相談窓口機関と民間支援団体等との連携強化による

被害者の安全確保と確実な保護のための体制整備【再掲】 

健康福祉部 

警 察 本 部 

⑤ 行政機関と民間支援団体等との機能やノウハウを活かした連携強化 

【再掲】 

文化生活部 

健康福祉部 
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 重点目標 12 都道府県間の広域連携体制の充実 

  

【現状と課題】 

被害者をより安全に保護するため、時には、他の都道府県への一時保護や福祉施設等への入

所による支援を行っています。  

従来、個別に連絡・調整を図ってきましたが、他の都道府県での一時保護の受入について、

平成 19 年７月に全国知事会による「配偶者からの暴力の被害者の一時保護に係る広域連携に

関する申し合わせ」が取り決められ、被害者への支援や費用負担等について全国統一の取扱い

がされるようになりました。 

 当該申し合わせの実効性の確保に向けては、都道府県間のみならず、市町村の協力が必要で

す。 

  

【今後の取組】 関係部局 

① 近隣府県との協議の実施や府県間の広域連携による効果的な被害者支援 

の実施 

市町村と連携し、府県域を越えた被害者の送り出しや受入など保護手続が 

円滑にかつ被害者の安全確保が最優先に進むよう、支援の充実を図ります。 

健康福祉部 

 

 

 

  重点目標 13 苦情処理体制の整備 

  

【現状と課題】 

京都府が行う男女共同参画の推進に関する施策などについては、京都府男女共同参画推進条

例に基づく苦情処理体制を整備しています。 

また、ＤＶ相談支援センターにおいて一時保護所入退所者へのアンケートを実施し、苦情へ

の対応を図るとともに、加害者に対しては警察等を含め、被害者保護の立場に立った対応を図

っていますが、相談機関や一時保護機関、民間支援団体等での二次的被害を防止するため、職

員に対する継続的な研修を行うとともに、市町村においても、被害者等からの苦情に対して適

切な対応がとれるよう働きかけを行う必要があります。 

  

【今後の取組】 関係部局 

① 苦情の迅速、適切な処理体制の整備についての市町村に対する働きかけ 

市町村やその他の関係機関において、被害者からの苦情に対し適切な対応が

とれるよう、研修の充実を図るとともに、市町村に対して男女共同参画担当

課と福祉担当部局との連携を図るなどの体制整備を働きかけます。 

文化生活部 

健康福祉部 
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